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保健衛生課 

 

平成２１年１０月の統合により、衛生課２係（食品衛生係、生活衛生係）に加え健康対策課感染

症係が新たに編成され３係体制となり、名称も“保健衛生課”に変更された。 

保健衛生課は、公衆衛生の向上のため、食品衛生業務、獣疫業務、環境衛生関係営業業務、水道

業務、結核・感染症予防業務を行っている。 

 

 ＜食品衛生係＞ 

  食品衛生法、福岡県食品衛生法施行条例、福岡県食品取扱条例及び福岡県ふぐ取扱条例に基づ

き、飲食に起因する衛生上の危害の発生を未然に防止し、食品の安全性の確保を図るために、次

の事業を行っている。 

  また、食品衛生広域専門監視班設置運営要綱により当所に食品衛生広域専門監視班が設置され、

南筑後保健福祉環境事務所と北筑後保健福祉環境事務所管内にある特定業種及び流通拠点等（別

表）の監視指導等を行っている。 

  なお、消費者に対して食品の安全等に関する正しい情報を伝えるために、講習会の開催や市町

村広報誌等を積極的に活用し啓発活動を実施している。 

 

１ 営業許可 

食品衛生法に基づく３４業種及び福岡県食品取扱条例に基づく５業種の許可を要する計 

３９業種について、事前指導及び現地調査により、施設基準適合の確認を行い許可を付与して

いる。 

 

２ 監視指導 

年間監視指導計画に基づき、食品営業関係施設や学校、病院等の集団給食施設の監視指導及

び食品等の収去検査を行っている。 

 

３ 自主衛生管理体制の強化と衛生教育 

営業者に対し、施設及び食品の取扱い等に関する衛生的な管理運営体制の構築と食品衛生知

識の普及を図るため、食品衛生協会の協力のもと食中毒予防講習会（６回）や食品衛生責任者

養成講習会（２回）を開催し、営業者の自主衛生管理体制の整備・強化に努めている。 

また、食品営業及び集団給食施設関係者並びに食生活改善推進会等の一般消費者を対象に衛

生講習会を実施している。 

 

 

(1)食品衛生監視指導状況             

 平成２５年度 平成２６年度 

 監 視 員 数 
一般食品監視 

５名 

 

広域専門監視班 

３班６名 

 

一般食品監視員 

３名 

広域専門監視班 

３班６名 

監視対象施設 ９，３２３ １，０６９ ９，０５９ ２，１６７ 

計画監視件数 ４，１６７ 

 

１，１２９ ３，７３４ 

 

１，２７９ 

監視実施延件数 ５，４５１ 

 

１，２６６ ３，３０８ 

 

１，０７８ 

 監視実績％ 

（監視延件数/計画監視件数） 

 

 

(監視延件数/ 

（監視延件数//keikaku 

１３０．８％ １１２．１％ ８８．５％ ８４．２％ 

 

(2)食中毒発生状況 

  平成２６年の福岡県における食中毒の発生状況は、発生件数２６件、患者数５１７人であった。

当所管内では平成２６年度に食中毒の発生はなかった。    
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(3)営業施設数 

ア 食品衛生法に基づくもの             （平成２７年３月３１日現在） 

業    種 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 特殊※ 合計 

飲 一   般 169 213 118 80 68 16 49 0 713 

食 仕出・弁当 53 97 28 24 41 10 19 0 272 

店 旅   館 13 25 10 3 6 0 1 0 58 

 そ の 他 331 388 228 220 127 54 61 157 1,566 

菓 子 製 造 業 70 181 59 27 58 21 32 38 486 

乳 処 理 業 1 1 1 0 0 0 0 0 3 

特 別 牛 乳さ く 取 処理 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

乳 製 品 製 造 業 1 1 1 0 0 0 0 0 3 

集 乳 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

魚 介 類 販 売 業 95 66 50 43 36 13 13 11 327 

魚 介 類競 り売 り 業 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

魚 肉練り 製品製 造 業 3 4 2 1 3 0 1 0 14 

食 品 の冷 凍冷 蔵 業 16 7 5 0 9 0 3 0 40 

缶詰びん詰食品製造業 2 36 4 0 7 0 0 0 49 

喫 茶 店 69 65 70 37 26 9 28 23 327 

あ ん 類 製 造 業 3 1 0 0 2 0 0 0 6 

アイスクリ－ム類製造業  2 3 1 1 0 0 0 1 8 

乳 類 販 売 業 133 130 105 73 63 23 35 1 563 

食 肉 処 理 業 2 6 0 0 2 0 2 0 12 

食 肉 販 売 業 91 90 64 40 39 14 17 1 356 

食 肉 製 品 製 造 業 0 1 0 0 0 0 1 0 2 

乳酸菌飲料製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

食 用 油 脂 製 造 業 2 1 0 0 1 0 0 0 4 

マ ー ガリ ン製 造 業 0 0 0 0 1 0 0 0 1 

み そ 製 造 業 7 12 6 3 4 3 0 0 35 

醤 油 製 造 業 5 2 4 3 1 0 0 0 15 



 43 

イ 福岡県食品取扱条例に基づくもの          （平成２７年３月３１日現在） 

業    種 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 大木町 広川町 特殊※ 合 計 

と こ ろて ん製 造 業 ０ ３ ０ ０ １ ０ ０ ０ ４ 

お き う と 製 造 業 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

食 品 販 売 業 １７４ １７７ ９６ ７４ ８１ ２５ ３４ ２２ ６８３ 

食 品 販 売 業 行 商 - - - - - - - ４ ４ 

魚 介 類 行 商 - - - - - - - １４ １４ 

計 １７４ １８０ ９６ ７４ ８２ ２５ ３４ ４０ ７０５ 

※特殊形態営業：食品販売（移動）、魚介類行商（営業区域：福岡市、北九州市、大牟田市、久留米市を除く県内全域） 

(4)食品衛生広域専門監視班監視対象施設数      （平成２７年３月３１日現在）  

業 種 ・ 種 類 北筑後管内 南筑後管内 合 計 

特 
 
 
 
 
 

定 
 
 
 
 

業 
 
 
 
 
 

種 

乳 処 理 業 １ ３ ４ 

特 別 牛 乳 搾 取 処 理 業 ０ ０ ０ 

乳 製 品 製 造 業 ６ ３ ９ 

魚 肉 練 り 製 品 製 造 業 ７ １４ ２１ 

缶 詰 ・ 瓶 詰 食 品 製 造 業 ６ ４９ ５５ 

あ ん 類 製 造 業 １ ６ ７ 

ア イ ス ク リ ー ム 類 製 造 業 ９ ８ １７ 

食 肉 製 品 製 造 業 ６ ２ ８ 

乳 酸 菌 飲 料 製 造 業 ２ ０ ２ 

食 用 油 脂 製 造 業 ５ ４ ９ 

ﾏｰｶﾞﾘﾝ又 は ｼｮｰﾄﾆﾝｸﾞ製 造 業 ０ １ １ 

添 加 物 製 造 業 ２ ６ ８ 

食 品 の 放 射 線 照 射 業 ０ ０ ０ 

清 涼 飲 料 水 製 造 業 １８ １８ ３６ 

飲 食 店 営 業 （ 大 量 調 理 施 設 ） ７ １２ １９ 

菓 子（パ ンを含 む）製 造業（ 卸 ） ２５ ４２ ６７ 

食 品 の 冷 凍 又 は 冷 蔵 業 １９ ４０ ５９ 

食 肉 処 理 業 １７ １２ ２９ 

み そ 製 造 業 ２２ ３５ ５７ 

醤 油 製 造 業 １５ １５ ３０ 

ソ ー ス 類 製 造 業 ３ ６ ９ 

酒 類 製 造 業 １３ １６ ２９ 

豆 腐 製 造 業 ２３ ２５ ４８ 

納 豆 製 造 業 ３ ２ ５ 

め ん 類 製 造 業 ２６ １５ ４１ 

そうざい製造業（大量調理施設等） ８ ４５ ５３ 

氷 雪 製 造 業 １ ２ ３ 

流通

拠点 

・ 

特定

業種 

水産物市場（魚介類せり売り業） １ １ ２ 

集 積 セ ン タ ー ２ ３ ５ 

青 果 市 場 （ 総 合 市 場 含 む ） ５ ６ １１ 

大 規 模 小 売 店 舗 ６ １３ １９ 

食 品 製 造 業 ７９９ ７４６ １，５４５ 

添加物の製造業（法定による規格がないもの） ０ ０ ０ 

        合  計 １，０５８ １，１５０ ２，２０８ 
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(5)新規・更新許可件数                        （平成２６年度） 

区  分 食品衛生関係 福岡県条例関係 合  計 

新 規 更 新 臨時 新 規 更 新 

件  数 ４５９ ６５０ ６７２ ７３ １４４ １，９９８ 

 

(6) 食品苦情                             （平成２６年度） 

区  分 有症苦情 異物混入 異臭･腐敗･カビ その他 合  計 

件  数 ３１ ２４ ９ ２８ ９２ 

 

(7) 食品等収去検査（検体数）                   （平成２６年度） 

食 品 種 類 南 筑 後 専門監視班 合  計 不 適 数 

そうざい １０９ ５５ １６４ ３ 

弁当類 １９ １０ ２９ ４ 

魚介類及びその加工品 ２３ ５７ ８０ ９ 

肉、卵類及びその加工品 ２ ２３ ２５ ０ 

乳及び乳製品等 ４ １１ １５ ０ 

乳類加工品 ０ ２ ２ ０ 

アイスクリーム類、氷菓 ３ ２６ ２９ ２ 

穀類及びその加工品 ０ １９ １９ ０ 

野菜類及びその加工品 ２５ １１７ １４２ ９ 

菓子類 １５ ２６ ４１ ３ 

清涼飲料水 ０ ２７ ２７ ０ 

酒精飲料 ０ ０ ０ ０ 

氷雪 ０ ０ ０ ０ 

水 ０ ０ ０ ０ 

容器包装詰め加圧加熱殺菌食品 ０ ０ ０ ０ 

かん、びん詰め食品 ０ ０ ０ ０ 

冷凍食品 ０ ２５ ２５ ０ 

その他の食品 ０ ０ ０ ０ 

洗浄剤 ０ ０ ０ ０ 

その他 ０ ２ ２ ０ 

合   計 ２００ ４００ ６００ ３０ 

不適数： 成分規格不適合及び福岡県食品衛生成分規格指導基準不適合の合計 

 

(8)講習会・衛生教育実施状況               （平成２６年度） 

区  分 食品衛生責任 

者養成講習会 

食中毒予防 

講 習 会 

衛生教育 合  計 

実施回数 ４ ６ ２４ ３４ 

参加人員 ２４３ １，０３０ １，１９２ ２，４６５ 
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＜生活衛生係＞ 
 

１ 獣疫業務  
 
「狂犬病予防法」に基づく狂犬病予防集団注射の実施や野犬の捕獲等を行うほかに「動物の愛

護及び管理に関する法律」に基づき、動物取扱業の監視指導や飼えなくなった犬ねこの引取り及

び負傷動物の収容業務等を行っている。 

また福岡県動物愛護推進協議会南筑後支部を発足し、犬ねこの適正な飼い方や動物愛護に関す

る啓発指導等の動物愛護事業の充実を図っている。その事業の一環として、犬の飼い主を対象に

した犬のしつけ方教室、小学生を対象にした動物愛護教室を開催し広く啓発活動を行っている。 

 
 

（１） 畜犬登録及び狂犬病予防注射関係            

（平成２７年３月３１日現在） 

市 町 年度 登録頭数 

狂犬病予防注射 

集 団 個 人 保健所 済票交付 

柳 川 市 
２５ ３，７７２ １，０９６ ８０３ ０ １，８９９ 

２６ ３，４５８ １，０３７ ８０５ ０ １，８４２ 

八 女 市 
２５ ３，４９９ １，９６２ ４８１ ０ ２，４４３ 

２６ ３，４０３ １，７９１ ４７０ ０ ２，２６１ 

筑 後 市 
２５ ２，１１５ ９４２ ４１６ ０ １，３５８ 

２６ ２，０９３ ９１１ ４１６ ０ １，３２７ 

大 川 市 
２５ １，２６８ ４６８ ２５２ ０ ７２０ 

２６ １，２３４ ４１３ ２７２ ０ ６８５ 

みやま市 
２５ ２，５３９ １，０６６ ２２２ ０ １，２８８ 

２６ ２，５１６ ９３７ ２４９ ０ １，１８６ 

大 木 町 
２５ ７２５ ３２９ １２９ ０ ４５８ 

２６ ６９９ ２８５ １４０ ０ ４２５ 

広 川 町 
２５ １，０８８ ６７５ １８１ ０ ８５６ 

２６ １，０４７ ６３３ １６９ ０ ８０２ 

 
 

（２） 平成２６年度苦情内容 

                  （平成２７年３月３１日現在） 

項目 
捕獲 

依頼 

行方 

不明 

迷い 

込み 

負傷

動物 

放し 

飼い 

咬

傷 

農作物

被害 

家畜

被害 

悪臭

鳴声 

その

他 
合計 

件数 １３２ ２３１ １３７ ４１ ２４ ９ ２ １ ３０ ６ ６１３ 
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（３）狂犬病予防法に基づく犬の捕獲頭数及び返還頭数         

（平成２７年３月３１日現在）  

年度 捕獲頭数 返還頭数 咬傷事故数 

２５ ８５ ２５ ９ 

２６ ８３ ２６ ９ 

 

（４）動物愛護管理法に基づく犬・猫の引取り頭数及び返還頭数 

                 （平成２７年３月３１日現在）  

年度 飼い犬 飼い猫 保護犬 保護猫 負傷動物 

２５ ９８ １１３ ６８(12) ６８(0) ４８(5) 

２６ ７９ ８８ ４６(14) １４１(0) ６０(1) 

                          ※（ ）内は返還頭数 
 

（５）動物愛護教室実施状況    
 

年    月    日 市 町 名  実  施  校 対象学年 

平成26年 9月10日 八 女 市  福島小学校 小学校1年生 

平成26年 9月17日 みやま 市 開小学校 小学校1～３年生 

平成26年 9月22日 筑 後 市 二川小学校 小学校1､２年生 

平成26年10月 1日 八 女 市 黒木小学校 小学校1年生 

平成26年10月 8日 大 川 市 木室小学校 小学校1年生 

平成26年10月16日 みやま 市 上庄小学校 小学校1年生 

平成26年10月21日 大 木 町 大溝小学校 小学校１、２年生 

平成26年10月29日 大 川 市 三又小学校 小学校１年生 

平成26年11月 4日 八 女 市 上妻小学校 小学校２年生 

平成26年11月11日 みやま 市 江浦小学校 
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２ 環境衛生関係業務（水道） 
 
水道法に基づく届出の受理及び監視・指導や飲用井戸の衛生確保に関する指導啓発を行っ 

ている。 

なお、市域の専用水道、簡易専用水道、飲用井戸は、平成 25 年 4 月 1 日から各市に権限 

委譲された。                 
 

（平成２７年３月３１日現在） 

 専 用 水 道 簡易専用水道 

大 木 町 ０ ８ 

広 川 町 ２ ５ 

合   計 ２ １３ 

 

 
 
３ 環境衛生関係業務(営業等) 
 

旅館・公衆浴場・理容所・美容所・クリーニング業等の営業に係る施設、火葬場、特定  

建築物、ビル管理登録及び遊泳用プ－ルの許可及び届出の受理並びに監視指導業務  

を行っている。 

 

環境衛生関係施設数                          （平成２７年３月３１日現在） 

 
柳
川
市 

八
女
市 

筑
後
市 

大
川
市 

み
や
ま
市 

大
木
町 

広
川
町 

合
計 

興行場 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ 

旅  

館 

旅 館 １３ １５ ７ ２ ７ ０ ０ ４４ 

ホ テ ル ５ ７ ４ ２ ０ ０ ０ １８ 

簡 易 宿 所 ０ １９ ０ １ １ １ １ ２３ 

公衆

浴場 

普 通 浴 場 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

その他の浴場 ５ １８ ５ ５ ４ ２ ２ ４１ 

理 容 所 ８１ ９７ ４７ ４９ ３７ １５ １４ ３４０ 

美 容 所 １２０ １３６ ８７ ６８ ５９ ２０ ３２ ５２２ 

クリ－ニング所（洗濯） １０ １１ ９ ３ １１ ２ ３ ４９ 

クリ－ニング所（取次） ３９ ３３ １４ ２２ １７ ６ １６ １４７ 

火 葬 場 ０ ５ ０ １ ２ １ ０ ９ 

特 定 建 築 物 ９ １２ １０ ６ ７ ３ ０ ４７ 

ビ ル 管 理 登 録 業 ２ ２ ３ ５ ２ ０ ０ １４ 

遊 泳 用 プ － ル ３ ４ ３ １ ２ １ ０ １４ 

死 亡 獣 畜 取 扱 場 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

化 製 場 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 
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＜感染症係＞ 

１ 結核対策 ＜結核の発生予防及びまん延防止＞ 

  結核は、全国で約２万人の新たな患者が依然として発生している、我が国の主な感

染症のひとつである。また、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律」の二類感染症に位置付けられており、当保健所では、まん延防止のため、必要

な方には人権に配慮した就業制限や応急入院勧告を行うなどの対応をしている。 

平成２６年には、管内において５０人の新登録結核患者が発生し、罹患率（人口１０万

対）は、１７．２であり、「福岡県結核予防計画」の目標値（平成２８年までに罹患率を

１５以下）を上回っている。 

（１）年次別結核患者登録者数 

区分 年 
人口 

(各年 10 月 1 日） 

結核登録者 新登録患者 

登録者数 登録率 
新登録結核 

患者数 

全結核

罹患率 

全国 

24 127,515,000 52,959 41.5 21,283 16.7 

25 127,298,000 52,173 41.0 20,495 16.1 

26 127,090,000 46,971 37.0 18,463 14.5 

福岡県 

24 5,085,368 2,139 42.1 849 16.7 

25 5,090,712 2,027 39.8 816 16.0 

26 5,092,513 1,910 37.5 762 15.0 

管内 

24 296,832 129 43.5 45 15.2 

25 294,024 145 49.3 49 16.7 

26 291,272 139 47.7 50 17.2 

柳川市 

24 70,108 25 35.7 11 15.7 

25 69,320 37 53.4 14 20.2 

26 68,689 36 52.4 10 14.6 

八女市 

24 67,344 35 52.0 17 25.2 

25 66,489 42 63.2 14 21.1 

26 65,691 42 63.9 16 24.4 

筑後市 

24 48,618 20 41.1 2 4.1 

25 48,505 18 37.1 6 12.4 

26 48,566 15 30.9 7 14.4 

大川市 

24 36,533 16 43.8 6 16.4 

25 36,066 14 38.8 4 11.1 

26 35,468 20 56.4 10 28.2 

みやま市 

24 39,779 14 35.2 5 12.6 

25 39,179 16 40.8 7 17.9 

26 38,535 13 33.7 4 10.4 

大木町 

24 14,363 9 62.7 2 13.9 

25 14,319 8 55.9 2 14.0 

26 14,243 8 56.2 3 21.1 

広川町 

24 20,087 10 49.8 2 10.0 

25 20,146 10 49.6 2 9.9 

26 20,080 5 24.9 0 0.0 

※新登録結核患者：新たに結核と診断され、医師から保健所に届出があった者のうち潜在性結核感染症を除いた患者数 

※登録率＝登録者数（潜在性結核感染症を除く）／人口×１０万人 

※罹患率＝新登録結核患者数（潜在性結核感染症を除く）／人口×１０万人 

※資料出典：福岡県の結核（福岡県保健医療介護部作成） 
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（２）定期の健康診断 

  結核患者の早期発見のため感染症法に基づき、施設等で定期の健康診断が義務付

けられ、保健所に報告されている。 

定期の健康診断実施者及び対象者数                （平成２６年度） 

実施主体 対象施設数 対象者数 受診者数 受診率 

事業所長 503 13，030 12，276 94.2 

学校長 24 3，191 3，165 99.2 

施設長 53 2，255 2，050 90.9 

市町村長 7  75，283 7，772 10.3 

  ※市町村長が行う定期の健康診断の対象者は、６５歳以上の者としている。 

（３）接触者の健康診断 

保健所は、患者等へ積極的疫学調査を行い、結核に感染している疑いのある者に

対して、結核の感染及び発病の有無を調べるために健康診断を実施している。 

患者家族や接触者は、定期健康診断と比較し患者の発見率が高いため、早期発見 

のため健康診断が重要である。             （平成２６年度） 

対 象 

種 別 

対 象 者

延 べ 人

数 

受診者数（人）、受診率（％） 発見者数（人） 

保健所 
医療 

機関 
その他 受診者計 受診率 

結核 

患者 

潜在性 

結核患者 

家族 150 150 0 0 150 100.0 2 1 

接触者 741 489 0 252 741 100.0 1 3 

 計 891 639 0 252 891 100.0       3 4 

 

（４）結核患者に対する精密検査（管理検診） 

    結核の治療を終了した結核患者を対象に、約２～３年間、管理検診等で病状を把 

握し、結核の再発防止に努めている。                      （平成２６年度） 

対 象 

種 別 

対 象 者

延 べ 人

数 

受診者数（人）、受診率（％） 検診結果 

保健所 
医療 

機関 
その他 受診者計 受診率 要医療者数 

要医療者

割合 

管理 197 44 0 151 195 99.0 0 0.0 

 

（５）結核患者への医療の提供  

   結核患者のうち、「他の人に感染させる恐れがある患者」については、指定医療機

関に入院勧告等を行い、適正な医療を提供するとともに、医療負担を軽減し、安心

して医療が受けられるよう「結核医療公費負担制度」があり、保健所はこの制度の

申請窓口になり、これらの診査を行っている。 

感染症の診査に関する協議会結核専門部会         （平成２６年度）  

種   別 
法１８条 

（就業制限） 

法２０条 

（入院勧告） 

法３７条の２ 

（結核患者の医療） 

諮問件数 ３４ ８９ １０４ 

結

果 

承 認 ３４ ８９ １０１ 

不承認  ０  ０   ２ 

保 留  ０  ０   １ 

※毎月２回開催 
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（６）結核患者訪問事業 

    結核患者の発生届を受け、速やかに訪問指導を行い、医療機関等と連携し、治療

完遂に向けた、入院及び地域ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）支援に取り組んでいる。 

 訪問指導件数         （平成２６年度） 

区 分 実人数 延人数 

患者・家族等訪問件数 ９２   ５３６  

（再掲）ＤＯＴＳ ７８   ４２４  

 

（７）結核予防啓発事業 

   結核対策特別促進事業により、高齢者結核等の結核患者の早期発見及び地域ＤＯ

ＴＳ関係職員の育成のため、八女筑後医師会と共催し研修会を実施している。 

実施日 対象者 内容及び講師 
参加 

人数 

H26.10.7 
管内医療機関の医師、

看護師等 

「院内感染対策における 

結核診療のポイント」 

国立病院機構大牟田病院 

若松 謙太郎 医師 

５０ 

 

２ 感染症対策 

（１）感染症予防対策 

平成２６年度は、腸管出血性大腸菌感染症が１５件発生し、患者及び家族等に

対し疫学調査や必要時健康診断を実施し、感染拡大防止に努めた。 

また、ノロウイルスによる感染性胃腸炎の集団発生が３件発生し、消毒、手洗

い等の標準予防策による感染拡大防止について指導・助言等を行った。集団発生

に至らない事例でも、施設等から２８件の相談があり、施設調査（１１件）を行

う等の指導・助言を行った。さらに、機会ある毎にパンフレット等を配布するな

ど、感染症の発生予防及び拡大防止の啓発を行っている。 

 感染症発生状況                    （平成２６年度） 

類 型 疾   病   名 件 数 

二 類 結核＊1 ６３＊2 

三 類 
細菌性赤痢       １ 

腸管出血性大腸菌感染症 １５ 

四 類 
A 型肝炎       １ 

レジオネラ症       ３ 
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（２）インフルエンザ対策 

ア インフルエンザ発生による学校・学年・学級閉鎖状況 

   『インフルエンザ様疾患発生報告』に基づく集計 

（平成２６年９月１日～平成２７年３月３１日） 

（注）同施設で学級閉鎖が２クラスあった場合は、学級閉鎖が１校と計上している。 

（注）同施設で学級閉鎖と学年閉鎖が同時にあった場合は、学年閉鎖が１校と計上し、学級閉鎖の校数と

しては計上していない。 

 

イ 新型インフルエンザ等対策 

平成２５年６月に作成、公示された政府行動計画を踏まえ、９月に「福岡県新型

インフルエンザ等対策行動計画」が作成され、同様に管内市町の行動計画も平成２

６年中に策定済みである。今後、行動計画に基づく各市町の住民接種等のマニュア

ル作りが予定されている。 

また、当保健所では県の行動計画に基づき、平成２６年１１月に管内各医師会及

び市町等で構成する「地域新型インフルエンザ等対策連絡会議」を開催し、「有明

保健医療圏と大川・三潴地区」及び「八女・筑後保健医療圏」における医療体制の

確保に向けて関係者で協議をすすめている。 

他に帰国者・接触者外来設置医療機関においては、今年度も患者受入訓練を実施

し、管内の医療体制整備に努めている。 

 

  ウ エボラ出血熱対策  

   平成２６年１０、１１月に出された「エボラ出血熱の国内発生を想定した行政機

関における基本的な対応について」及び「エボラ出血熱患者等の移送に係る消防機

関の協力について」の通知に基づき、患者移送訓練、消防機関等との連携会議、移

送に関する覚書の締結、防護服着脱訓練等を実施し、地域の医療体制整備に努めて

いる。 

（３）感染症予防啓発・健康教育                  (平成２６年度) 

月 日 対    象 内   容 参加人数 

H26. 6.12 

   6.13 

上級救命講習受講者 

（筑後市消防本部主催の講習会） 
感染防止の意義及び必要性 ４２ 

H26. 9. 5 

  12. 4 
南筑後保健福祉環境事務所職員、

市町村職員 

「現任教育」 

感染症発生時の対応及び防護

服の着脱訓練 

５０ 

H26. 5.16 

   7.11 

  10.22  

高校の生徒、教員 
感染症予防 

性感染症予防 
３９１ 

H26. 6.16 

     11.14 
看護学生 

結核、感染症予防 

性感染症予防 
 ５１ 

H26.10.30 高齢者施設職員 感染症対策研修会  ３２ 

 H26.11.20 

   12. 4  
ケアハウス等介護施設職員 感染症対策について  ７９ 

H27. 1.27 消防職員 エボラ出血熱について   ６ 

H27. 3.12 

   3.13   
消防職員 

エボラ出血熱について 

防護服の着脱訓練 
  ９ 

閉鎖状況 幼稚園 小学校 中学校 高校 専門学校 

学 校 閉 鎖 ０ ０ ０ ０ ０ 

学 年 閉 鎖 ０ ２６ ２ ０ １ 

学 級 閉 鎖 １ ２０ １２ ２ ０ 

計 １ ４６ １４ ２ １ 
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（４）感染症訪問指導等 

感染症患者の発生届を受け、迅速に訪問等により、患者及び接触者等に対する疫

学調査を実施し、二次感染防止のための手洗い等の指導を実施している。 

       訪問指導等件数（結核以外）           （平成２６年度） 

電話による指導人数 訪問指導実人数 訪問指導延人数 

１９ ２４ ７１ 

    

（５）特定感染症対策（性感染症対策） 

平成２５年の新規 HIV 感染者と新規 AIDS 患者数は、全国で１，５８４件（速

報値）の報告があり、ここ数年、横ばいのまま高止まりしている。 

福岡県では、新規 HIV 感染者は４６名、新規 AIDS 患者数は１６名、合計６２名で

過去最高の報告数となっている。累積では、HIV 感染者数は３８６名、AIDS 患者数は

１８３名、合計５６９名となっている。 

感染経路別では、同性間性的接触によるものが最も多く、年齢別では２０代から４

０代を中心とした年齢層で多く報告されている。 

HIV 感染については、検査を受けて、早期に治療を始めることで AIDS の発症を防

ぐことができるが、診断時には既に AIDS を発症している割合が依然として約３割を超

えたまま推移している。 

   このため、当事務所では、性感染症の検査相談を毎週２回行っているほか、HIV 検

査普及週間及び世界エイズデーに合せて予防普及啓発を行うとともに、休日検査を行

い、相談・検査体制の充実を図っている。 

また、平成２５年度から検査精度を高めるため、性器クラミジア感染症の検査方法

を抗原検査に変更するとともに、淋菌感染症の検査を新たに導入している。 

 

ア 定例検査相談事業（※予約制） 

日時：本庁舎(毎週火曜日  ９:００～１０:００) 

分庁舎(毎週月曜日１４:００～１５:００)  

相談・検査件数 

 平成２５年度 平成２６年度 

相談件数（面接、電話） １０３ ２０３ 

検査件

数 

HIV ８２ ５７ 

梅毒 ５４ ５４ 

性器クラミジア感染症 ４７ ４４ 

淋菌感染症 ４７ ４４ 

   

イ 休日検査相談事業                    （平成２６年度） 

 
実施日時 検査場所 検査項目 

検査 

件数 

HIV 検査普及週間 
6 月 1 日（日）

14 時～16 時 
柳川総合庁舎 HIV 迅速検査※１ １４ 

世界エイズデー 
12 月 6 日（土）

14 時～16 時 
柳川総合庁舎    〃 １３ 

  ※１ HIV 迅速検査：検査後、約１時間程度で結果が分かる検査 

 

ウ 普及啓発事業 

ホームページ、広報にて周知を図るとともに、学校、公共施設、駅、コンビニ 

エンスストアーにポスターの掲示、チラシ、パンフレット等の配布を行っている。 
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（６）肝炎相談・検査事業 

感染の早期発見に努めることにより、慢性肝炎、肝硬変、肝がんなどの発生を予

防することを目的として、１３年６月から有料で開始した。       

平成１８年９月からは、無料検査となり、平成１９年１１月からは、Ｃ型肝炎検

査に加えＢ型肝炎検査も実施している。 

定例検査相談（※予約制） 

日時：本庁舎（毎週火曜日 ９：００～１０：００） 

   分庁舎（毎週月曜日１４：００～１５：００） 

     Ｃ型肝炎・Ｂ型肝炎相談・検査件数 

年 度 平成２５年度 平成２６年度 

相談件数（面接、電話） ２７ １４３ 

Ｃ型肝炎検査 １６ ４６ 

Ｂ型肝炎検査 １６ ４７ 

   

（７）予防接種 

   【平成２６年１０月１日から定期接種になったもの】 

 接種ワクチン名 接 種 対 象 者 

水痘ワクチン 生後１２月から生後３６月に至るまでの間にある者 

高齢者の肺炎球菌ワクチン 

(ア)６５歳の者 

(イ)６０歳以上６５歳未満の者であって、心臓、腎臓

又は呼吸器の機能に障害を有する者及びヒト免疫

不全ウイルスにより免疫の機能に障害を有する者 

【高齢者の肺炎球菌ワクチンの特例】 

・平成２６年１０月１日から平成２７年３月３１日までの間 

 (ア)の対象者については、平成２６年３月３１日において１００歳以上の者及び同年

４月１日から平成２７年３月３１日までの間に６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、８

５歳、９０歳、９５歳又は１００歳となる者とすること。 

・平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日までの間 

 (ア)の対象者については、(ア)の対象者については６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、

８５歳、９０歳、９５歳又は１００歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末

日までの間にある者とすること 

   

（８）風しん抗体検査相談 

平成２５年に近畿地方や首都圏で風しん患者の報告数が増加したことを受けて、先天性 

風しん症候群の発生予防及びワクチン接種の促進のために、平成２５年８月から保健所に

おいて風しん無料抗体検査を実施している。また、平成２６年からは、県内委託医療機関

でも無料抗体検査を実施している。 

 検査回数 受検者数 

２６年度相談、検査件数 ２２ ５２（男性１０、女性４２） 

※抗体価１６．０未満(ＨＩ法)の者：３０名（男性６名、女性２４名） 

※年齢内訳：２０代（２２名）、３０代（２５名）、４０代（５名）                          


